
議案番号 議案名 内容（要旨）

議

決

結

果

議

決

状

態

議第29号 橿原市議会会議規則の一部改正について
議会広報委員会の設置に伴い所要の改正を行うも

の

原

案

可

決

全

会

一

致

議第30号
橿原市個人番号の利用に関する条例の一部改

正について

橿原市子育て世帯訪問支援事業の開始に伴い、橿

原市ママヘルプサービス事業が終了したことで、当

該事業において個人番号を利用する必要がなく

なったため、所要の改正を行うもの

原

案

可

決

全

会

一

致

議第31号
橿原市国民健康保険税条例の一部改正につい

て

地方税法施行令の一部改正により、国民健康保険

税の軽減の見直しが行われたため、軽減判定所得

の基準額について所要の改正を行うもの

原

案

可

決

全

会

一

致

議第32号
奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合規

約の変更について

奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合の解

散に伴う事務の承継について、所要の変更を行うも

の

原

案

可

決

全

会

一

致

議第33号
奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合の

解散について

奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合の解

散に関する構成市町村との協議について、議会の

議決を求めるもの

原

案

可

決

全

会

一

致

議第34号
奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合の

解散に伴う財産の処分について

奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合の解

散に伴う財産処分に関する構成市町村との協議に

ついて、議会の議決を求めるもの

原

案

可

決

全

会

一

致

議第35号 市道路線の認定について
市道路線の認定について、道路法第８条第２項の

規定に基づき、議会の議決を求めるもの

原

案

可

決

全

会

一

致

議第36号
令和６年度橿原市一般会計補正予算（第１号）

について

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ

1,031,373千円を追加し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ49,871,373千円とする。

（以下、略）

原

案

可

決

賛

成

多

数

議第37号
令和６年度橿原市国民健康保険特別会計補正

予算（第１号）について

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ

12,815千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ12,448,615千円とする。

（以下、略）

原

案

可

決

全

会

一

致

議第38号
橿原市立学校、幼稚園設置条例の一部改正に

ついて

橿原市保育所・幼稚園適正配置実施計画に基づ

き、公立幼稚園の再編を行うため、所要の改正を行

うもの

原

案

可

決

全

会

一

致

議第39号 橿原市議会政治倫理条例の一部改正について
団体の長への就任に関し議員の遵守事項を定める

ため、所要の改正を行うもの

原

案

可

決

全

会

一

致

承第２号
橿原市税条例の一部を改正する条例に関する

専決処分の報告について

地方自治法第１７９条第３項の規定に基づき、これ

を報告し、その承認を求める

承

認

全

会

一

致
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報第２号
令和５年度橿原市一般会計予算繰越明許費繰

越計算書の報告について
地方自治法施行令第146条第2項の規定により報告

報

告
-

報第３号
令和５年度橿原市一般会計予算事故繰越し繰

越計算書の報告について

地方自治法施行令第150条第3項の規定により準

用される同令第146条第2項の規定により報告

報

告
-

報第４号
令和５年度橿原市上水道事業会計予算繰越計

算書の報告について
地方公営企業法第２６条第３項の規定により報告

報

告
-

報第５号
令和５年度橿原市下水道事業会計予算繰越計

算書の報告について
地方公営企業法第２６条第３項の規定により報告

報

告
-

決第6号
日常生活用具給付事業であるストーマ装具の給

付事業の改善に係る意見書

議員提案により意見書を関係行政庁に対し提出す

るもの

原

案

可

決

総

員

起

立

決第7号
女性差別撤廃条約選択議定書の速やかな批准

を求める意見書

議員提案により意見書を関係行政庁に対し提出す

るもの

原

案

可

決

総

員

起

立

決第8号
聴覚補助機器等の積極的な活用への支援を求

める意見書

議員提案により意見書を関係行政庁に対し提出す

るもの

原

案

可

決

総

員

起

立


